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神奈川県ライトセンターの維持管理及び運営等に関する業務の基準

１　基本方針
　　神奈川県ライトセンター条例第２条に定める「視覚障害者の生活の充実及び文化の向上並びに視覚障害者に対する社会奉仕活動の振興を図るため、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第34条の規定により無料で点字刊行物等を視覚障害者の利用に供し、及び視覚障害者に対して各種の指導、訓練、スポーツ活動の振興等を行い、並びに視覚障害者に対する社会奉仕活動を行おうとする者に対してその活動のための便宜を供与するとともに、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（令和元年法律第49号）第３条第２号に規定する視覚障害者等が利用しやすい書籍等を同法第２条第１項に規定する視覚障害者等（以下「視覚障害者等」という。）の利用に供する施設」としての役割を十分に発揮できる施設運営等を行う。
　　また、令和５年３月に取りまとめられた「神奈川県ライトセンターの事業に関するあり方検討会報告書」の提言も踏まえ、令和４年10月に制定された「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例」の基本理念を実現するための中心的な県立施設の１つとして、県内全域の視覚障がい者やその支援者がいつでも、安心して集い、繋がり、活動できる拠点施設として施設運営等を行う。

２　施設管理に関する業務基準
　　視覚障がい者の福祉の増進を図る施設の提供を行うため、神奈川県ライトセンターの管理に関する業務基準は次のとおりとする。
(1) 保守管理業務
保守管理業務は、建物、設備及び備品等の保守管理、施設内の保安業務等であり、次に記載した回数を最低限行うこと。
　ア　建築物の保守管理
　　　　建築物について、外壁、内壁等の状態を監視、維持すること。
　　イ　建築設備の保守管理
　　　　建築設備等について、次の日常点検、法定点検、定期点検及び清掃等を行い、状態、性能を維持すること。
　  　(ｱ)  検査、点検、法定点検等保守管理
　 　　　   a 簡易専用水道検査　　　　　　　年１回
　 　　　   b 消防設備点検　　　　　　　　　年２回
　 　　　   c 電気工作物保守点検　　　　　　年12回、総合点検１回
　 　　　   d 受水槽点検　　　　　　　　　　年１回
　　　　　　e エレベーター点検　　　　　　　月２回及び定期点検（年１回）
　　　　　　f 自家発電装置負荷試験　　　　　年１回
　　　　　　g 飲料水水質検査　　　　　　　　年２回
　　　　　　h 室内空気環境測定　　　　　　　年６回（隔月）
　　　　　　i レジオネラ属菌検査（冷却塔）　年２回
　　　　　　j フロンガス漏洩検査　　　　　　年４回
　　　　　　k 害虫点検駆除　　　　　　　　　年２回
　　　　　　l 汚水槽清掃　　　　　　　　　　年２回
　 　　   　m 建物・設備法定点検　　　　　　設備年１回、建築物３年に１回

　  　(ｲ)  清掃等
　   　　   a 日常清掃　　　　　　　通年
　　 　  　     フロア
　　 　　       トイレ清掃
　　 　　       外周清掃
　　 　     b 定期清掃　　　　　　　年１回以上
　　 　　       床清掃（ワックスがけ等）
　　 　     c 受水槽清掃　　　　　　年１回
　　　　　　d 敷地内樹木剪定　　　　通年
　 (ｳ)  その他
　　　  　 点検、清掃に際しては、施設利用者の利用の妨げにならないように行うこと。
　  ウ　備品等の保守管理業務
　  　(ｱ)  事務備品
　　　　  備品管理簿で管理を行うほか、施設の運営に支障をきたさないよう事務備品の維持、管理を行うこと。　
破損、不具合等が発生した場合は報告を行うこと。
　  　(ｲ)  消耗品
　　　　   施設の運営に支障をきたさないよう必要な消耗品の購入、管理を行うこと。
また、不具合が発生したものは、随時更新を行うこと。
　　  (ｳ)  重要物品
　　　　 　別に指定する重要物品について、施設の運営に支障をきたさないよう保守点検を行い、破損、不具合が生じた場合は、直ちに報告を行うこと。
　エ　保安警備業務
　　　　施設内の秩序を維持し、事故、火災等の災害及び破壊等の犯罪の発生を警戒、防止し、利用者の安全を守るとともに財産の保全を図るため、保安警備を適切に行うこと。
[bookmark: _GoBack](ｱ)  事故、災害及び犯罪等から利用者の安全を図ることができるよう適切な管理体制を整備、維持すること。
(ｲ)  入退出者等を適切に管理すること。
　オ　施設保全業務
　　　　利用者が施設を安心して利用できるよう、施設の点検、保全に努めること。
　　　　建築物及び設備等に不具合を発見した場合は、すみやかに報告すること。
　　　　施設・設備等の修繕については、「リスク分担表」(募集要項17ページ)に定めるとおりとする。

３　施設の運営に関する業務基準
(1) 開館日及び開館時間について
　　ア　開館日
　　　　閉館日を次のとおりとし、それ以外を開館日とする。ただし、(ｱ)から(ｴ)までにかかわらず、指定管理者は、必要があると認めるときは、承認を得て、休館日を臨時に変更し、又は臨時に休館日を定めることができる。この場合、事前に利用者に告知すること。
　　 (ｱ)  月曜日
　　 (ｲ)  国民の祝日に関する法律に規定する国民の祝日
　　 (ｳ)  その前日及び翌日が祝日である日
　　 (ｴ)  12月29日から翌年の１月３日までの日
　　イ　開館時間
　  　　午前９時から午後５時30分までとする。ただし、指定管理者は、必要があると認めるときは、承認を得て、開館時間を臨時に変更することができる。この場合、事前に利用者に告知すること。
(2) 施設及び設備の貸出し
　　　指定管理者は、施設及び設備(以下「施設等」という。)の貸出しに際しては、利用しよ
うとする者から、利用申込書の提出を受けること。
(3) 利用の承認
指定管理者は、施設等を利用しようとする者に対して利用の承認を行う。
(4) 利用承認の取消し
指定管理者は、利用の承認を受けた者が次のいずれかに該当する場合又は必要と認めたときは、利用承認を取り消し、又は施設の利用を中止させることができる。
　  ア　センターにおける秩序を乱し、又は公益を害するおそれがあると認めるとき。
　  イ　施設等を損傷するおそれがあると認めるとき。
　ウ　その他指定管理者がその利用を不適当と認めるとき。
(5) 施設の損傷及び滅失の届出
指定管理者は、利用者が施設等を損傷し、又は滅失したときは、直ちにその旨を届け出なければならない。


４　事業の実施に関する業務基準
(1) 視覚障害者等への情報提供に関する業務
県設置の情報提供施設として、地域における合理的配慮に関する情報提供、普及啓発及び技術支援等に、各自治体や地域の事業者等と連携して積極的に取組みを行う。
また、利用者のニーズに合わせたそれぞれの方法により、情報提供を行う。
ア　点字刊行物等を視覚障害者等の利用に供する業務（点字図書館の運営）
　(ｱ)　視覚障害者情報ネットワーク等を最大限活用し、迅速で円滑な貸し出しを行う。
　　　(ｲ)　利用者の意向を調査し、点字刊行物等の製作を行う。点字刊行物等の種類は、点字図書、デイジー図書及び拡大図書とし、年間400タイトル程度の製作とする。
　　　(ｳ)　視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（令和元年法律第49号）に基づき、視覚障害者等への図書の提供方法等について検討・実施するともに、他の図書館や学校等との積極的な連携を行う。
　　　(ｴ)　読書バリアフリー推進員を設置するなど公共図書館と連携して、県内の読書バリアフリーを推進するための体制を整える。
イ　視覚障がい者に対する情報提供業務
　　　(ｱ)　プライベートサービス（個人的資料の点訳等）を実施するとともに、速やかにサービス提供ができない場合には関係施設等と連携を行うなど、利便性を高めるための工夫を行う。
　　　(ｲ)　視覚障がい者用各種機器の展示、紹介及び使用についての助言指導を行う。
(2) 相談、指導・訓練事業に関する業務
ア　視覚障がい者に対する各種の指導、訓練等を行う業務
　　　(ｱ)　来所、電話及び訪問による相談を随時行う。
　　　(ｲ)　乳幼児指導を行う。（通所、訪問、野外活動等を組み合わせた指導を行う。）
　　　(ｳ)　歩行訓練を行う。
　　　(ｴ)　日常生活や社会参加に資するための各種講座及び日常生活訓練等を実施する。
　　イ　ICT化に対応するための業務
(1) 社会のデジタル化を踏まえた相談会やICT関連講座等を企業や大学等と連携して実
施したり、実証実験に協力するなど、ICTの積極的な利活用に係る普及啓発を行う。
 (3)視覚障がい者に対する差別の解消・虐待防止に向けた取組
　　ア　実践的な研修を実施し、視覚障がい者が受けている差別や虐待の相談に対応する。
　　イ　相談内容を適切に地域の関係機関等につなげる。
(4) 視覚障がい者に対する社会奉仕活動を行おうとする者の養成等を行う業務
　ライトセンター事業の多くは、これまで長年にわたる社会奉仕活動によって支えられてきている。そうした経緯を十分に踏まえた上で、ボランティアの活動基盤を整えるため、その養成等に係る次の業務を行う。
　　ア　視覚障がい者に対する支援を行うボランティアの養成講座を開催する。
　　イ　ボランティアの技術水準の維持、向上に努め、ボランティア研修を実施する。
　　ウ　地域で行われているボランティア活動への支援及び助言を行う。
　　エ　ボランティアが安心して活動を継続できるよう、その活動を支援する。
　(5) 視覚障がい者に対するスポーツ活動の振興を行う業務
　　ア　施設及び県内各地において、ニュースポーツや晴眼者と共に活動できるスポーツ教室等を開催する。
　　イ　視覚障がい者が地域のスポーツ施設を利用するにあたり必要な支援を地域のスポーツ
施設に対して行う。
　　ウ　施設、設備及び機器の保守点検及び衛生管理に努める。
　　エ　利用者の安全管理及び事故防止に努める。
(6) 地域活動支援及び視覚障がいに係る普及啓発に関する業務
　各自治体の窓口にリーフレット等を配架したり、地域に出向いたりするなど、事業全体が効率的・効果的に県民に伝わっていくよう、地域の関係機関等と連携して、普及啓発を行う。
　　ア　地域活動支援に関する業務
(1) 地域における視覚障がい者への支援を行う。（市町村が実施する地域生活支援事業との役割分担を考慮すること。）
(2) 市町村等地域の関係機関等が開催する会議等における積極的な情報提供を行う。
　　イ　県民への視覚障がいの理解促進事業を積極的に行う。

５　その他の業務
(1) 事業計画等の作成
　　　指定管理者は、次年度の事業計画、人員配置計画及び収支計画を毎年６月末までに提出すること。
(2) 実績報告書の作成
指定管理者は、前年度の実績報告書等（管理業務の実績を記載した実績報告書（業務委託実績報告書を含む。）、財務書類、労働環境セルフチェック表及びその他県が必要と認める書類）を毎会計年度終了後50日以内に提出し、その承認を得ること。
(3) 利用統計
　　　施設利用者数等の集計・分析を行い、報告するとともに、業務への反映を図ること。
(4) 施設運営の改善
　　　施設利用者へのアンケート調査を実施し、自己評価するとともに、施設運営の改善を図ること。
(5) 引継ぎ
　　　指定管理者は、指定期間終了までに引継書を作成し、次期指定管理者がセンターの業務を円滑かつ支障なく遂行できるように、引継ぎを行わなければならない。

６　職員の配置
(1) 労働基準法等関係法令を遵守すること。
(2) 施設の管理運営責任者を常勤雇用で１名配置すること。
(3) 防火管理者をおくこと。
(4) 施設運営及び施設管理等に従事する者には、障がい者(当事者である視覚障がい者が望ましい)、会計経理の実務経験を有する者を配置すること。
(5) 点字図書館には、以下の職種の職員を配置すること。
	職　種
	根拠及び条件

	館長
	【国通知】視聴覚障害者情報提供施設等の設備及び運営について
（平成２年12月17日社更第247号）
第三章　視聴覚障害者情報提供施設
第二の四(二)　館長は、次の各号の一つに該当する者でなければならないこと。　　　　　　　
ア　図書館法第四条に規定する司書として三年以上勤務した者
イ　社会福祉事業に五年以上従事した者
ウ　前二号に掲げる者のほか、館長として必要な学識経験を有する者

	司書
	【国通知】視聴覚障害者情報提供施設等の設備及び運営について
（平成２年12月17日社更第247号）
第三章　視聴覚障害者情報提供施設
第二の四(三)　司書は、図書館法第五条に定める資格を有する者を原則とするが、専門的業務に関し、相当の学識経験を有する者をもって、これに代えることができる。

	点字指導員
	【国通知】視聴覚障害者情報提供施設等の設備及び運営について
（平成２年12月17日社更第247号）
第三章　視聴覚障害者情報提供施設
第二の四(四)　点字指導員、貸出閲覧員及び校正員は、それぞれの専門的業務に関し、相当の知識経験を有する者でなければならないこと。

	貸出閲覧員
	

	校正員
	

	録音指導員
	録音業務に関し、相当の知識経験を有する者


(6) 事業の実施においては、歩行訓練士（二名以上）、障害者スポーツ指導員、救急法受講者を配置すること。

(7) (2)から(6)までの配置を必要とする職員について、管理運営に支障がない場合には、他の職務を兼ねることができる。

７　物品等の帰属等
(1) 物品の帰属
　　　備付けの物品や県が購入し委任した物品については県に帰属する。
　　　指定管理者が指定期間中に県から支払われた費用により新たに購入した物品の中で、施設運営の継続のために必要と認められるものについては、原則として指定期間中又は指定期間終了後、県に無償譲渡するものとする。
(2) 注意義務
　　　物品の使用及び保管については、善良な指定管理者の注意義務をもって行うこと。
(3) 処分等
　　　指定管理者は、県に帰属する物品で、処分等の異動があったときは、その都度報告すること。なお、県が定めた重要物品の処分については、事前に承認を要する。また、県から示された備品・重要物品一覧表等により整理すること。
(4) 報告
　　　指定管理者は、県に帰属する物品について、３月末の現在高と照合の上、毎年４月末までに県に報告すること。

８　調査及び監査等
　　県は、地方自治法第244条の２第10項の規定により、指定管理者の管理する施設の適正を期するため、必要があると認めるときは、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。

９　指定管理施設であることの周知
利用者や一般県民に対し、指定管理により管理・運営されている施設であることを示すため、指定管理者名等を表示すること。
（例）神奈川県が設置した当センターは、指定管理者である○○が管理・運営を行っています。
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